
1

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

一般事務事業 環境政策室

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

地球全体の環境に深刻な影響を及ぼす地球温暖化の防止を図るための啓発
を実施しているが、目標達成に向け、より効果的な啓発を検討する必要があ
る。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑥
地球温暖化対策新実行計

画管理運用事業
環境政策室

吹田市地球温暖化対策新実行計画を、社会情勢や環境の変化を踏
まえ概ね5年ごとの見直しを行う。また、同計画に基づき低炭素社会
に向けたライフスタイル及び事業スタイルの転換を図る。

事業の一部が法
定事務

（千円）

44
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

地球温暖化防止をはじめ、さまざまな環境分野の啓発事業を積極的に推進し
ているが、会員の高齢化や会員数の伸び悩みがあり、継続するために新規の
会員獲得が課題であることから、イベントでの勧誘や、ホームページ等のネット
ツールを活用した情報発信が必要である。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑤
アジェンダ21すいた推進

事業
環境政策室

吹田市第２次環境基本計画を実践し、持続可能な社会の実現を目指
す市民、事業者、行政の三者協働の組織「アジェンダ２１すいた」の推
進を図る。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

510
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

募集定員30名に対し、受講者12名（うち修了者は9名）となっており、講座内容
や開催日時などの検討を行う必要がある。
受講者の講座修了後の活動状況の把握が必要である。

令和 元 年度

継続

実施区分

④
すいた環境サポーター養

成講座運営事業
環境政策室

受講者が、受講後、それぞれの家庭や地域、組織の中で環境教育を
実践するとともに、「すいた環境サポーター」として登録し、ボランティ
アの担い手や各種イベントへ参画する人材を育成する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

664
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

環境審議会は、環境基本条例で設置が義務付けられており、事業の実施は必
須であるが、より効率的な運営を検討する必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

③ 環境審議会運営事業 環境政策室
環境の保全及び創造に関する事項について、市長に意見を述べる。
また、市長の諮問に応じ、環境基本計画に関すること等について調査
審議を行い、答申する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

303
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 エコオフィスプランにより日常行動の取組は浸透しているものの、エネルギー

起源二酸化炭素やエネルギー消費量の削減目標達成が困難な状況であった
ことから、推進体制の強化等を行い、エコオフィスプランの改訂作業を行った。
その中で、環境監査における職員の負担を軽減する観点から、環境監査方法
の見直しも行った。今後、目標達成に向け、効率的な運用を行っていく必要が
ある。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
環境マネジメントシステム

運用事業
環境政策室

ＩＳＯ１４００１の運用で培ったノウハウを活用した独自の環境マネジメ
ントシステム「吹田市役所エコオフィスプラン」の運用を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

60
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

環境影響評価が単なる手続きに終わらず、環境の保全及び良好な環境の創
造のためにより効果的な取組が講じられるよう、事業者に働きかけていく必要
がある。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 環境影響評価事務事業 環境政策室
一定規模以上の事業について、その事業の実施による環境影響を事
前に調査、予測及び評価を行うとともに環境保全の取組を実施するよ
う、環境影響評価制度を運用する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

439
※課題があるものは■

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

511 施策 低炭素社会への転換の推進

環境政策事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 令和元年度

3



2

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名

事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

熱環境マップの効果的な活用を図るためには、継続的にデータを収集・解析す
る必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑫
環境情報データ収集・解

析事業
環境政策室

環境アセスやまちづくりガイドラインの協議において、開発事業者に
対し、積極的にヒートアイランド対策の誘導を図っている。その施策の
成果を把握するため、継続的に市域全体の熱環境調査を実施する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

0
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

大学等省エネルギーワーキンググループ会議において、本市及び市内の大学
等による業務部門の省エネルギー、CO2削減に向けて、各構成団体が実践で
きるような実用的な取組みなどについて、情報交換を行っていく必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑪
大学等省エネルギーワー
キンググループ推進事業

環境政策室
吹田市地球温暖化対策新実行計画に基づき、本市及び市内の大学
等による業務部門の省エネルギー、CO2削減を推進するために情報
交換等を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

0
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

新たな財源として、森林環境贈与税（使途制限有り）の執行全額を積み立てる
こととなったものの、主な財源となっている電力調達の効果額の積み上げが令
和2年度になくなるため、本基金を継続的に有効活用するためには、他の使途
制限のない財源の確保が必要である。また、本基金を活用し、継続的かつ効
果的に展開することができる事業を検討する必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑩
環境まちづくり基金積立事

業
環境政策室

環境先進都市の実現に向けた環境施策の推進に係る経費を積み立
てる。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

136,938
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 市民、事業者、行政の協働により、さまざまな環境問題をテーマとした啓発イ

ベント等を実施しているが、目に見える効果の検証が課題となっていたことか
ら、令和元年度からはイベント来場者へのアンケートに来場前後の意識変化
の質問を設けた。結果として来場者の行動変容の状況を把握することができ、
効果の検証がしやすくなった。その結果をもとに、更なる内容の充実を図って
いく必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑨ 環境啓発事業 環境政策室
市民・事業者に環境問題について理解と協力を求め、環境に配慮し
たライフスタイルの確立やより良い環境づくりに向けた意識の向上を
図る。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

321
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

本庁舎におけるESCO事業実施が可能であることから、事業実施に向けて、費
用対効果の高い設備改修を行うことができるよう、省エネルギー効果の高い
設備改修を提案する事業者の選定を行う必要がある。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑧ ESCO推進事業 環境政策室
本庁舎においてESCO事業を開始することを目指して、ESCO事業実
施可否についての調査・検討を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

5,060
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

日々の業務の中で社会情勢や環境の変化について、情報を収集し、計画の
見直しの際には、最新の環境情報を取入れた計画になるよう努める必要があ
る。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑦
吹田市環境基本計画見直

し事業
環境政策室

吹田市環境基本計画を、社会情勢や環境の変化を踏まえ、概ね5年
ごとの見直しを行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

2,717
※課題があるものは■

管理事業　　　　　　　　　　　　　　環境政策事業 3 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和元年度

施策コード 511 施策 低炭素社会への転換の推進



3

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名

事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑱

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑰

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑯

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑮

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑭

（千円）

※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

事業者に対し、開発の計画段階から環境に配慮した設計を促すことが可能で
あるが、事業者の予算の問題もあり、取り入れてもらえる対策が限られている
ので、情報提供の工夫が必要である。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑬
環境まちづくりガイドラ

イン運用事業
環境政策室

開発の事前協議の一つとして、環境配慮事項について事業者に対し
て指導・誘導を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

0
※課題があるものは■

管理事業　　　　　　　　　　　　　　環境政策事業 3 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和元年度

施策コード 511 施策 低炭素社会への転換の推進


